
「個人情報取扱特記事項」 

 

（総則） 

第１条 受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務を

実施するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情

報を適切に取り扱わなければならない。 

（定義） 

第２条 この特記事項において、「個人情報」とは、尼崎市個人情報保護条例

（平成１６年尼崎市条例４８号）第２条第２号に規定する個人情報をいう｡ 

（取得の制限） 

第３条 受託者は、この契約による業務を行うために個人情報を取得するとき

は、業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段によ

り行わなければならない。 

（漏えい等の防止） 

第４条 受託者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報について、

その漏えい、滅失、き損、改ざん及び委託者の事業所外への持出しの防止その

他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（利用又は提供の禁止）  

第５条 受託者は、委託者の許可がある場合を除き、この契約による業務に関

して知り得た個人情報を、この契約の目的以外の目的に利用し、又は第三者

に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第６条 受託者は、委託者の許可がある場合を除き、この契約による業務に関

する個人情報が記録された資料等を複写又は複製してはならない。 

（事故発生時における報告義務等） 

第７条 受託者は、この契約による業務に関する個人情報の漏えい、滅失、き損

又は改ざんその他この特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれ（以

下「事故等」という。）があることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、

委託者の指示に従わなければならない。 

２ 受託者は、この特記事項に違反する事態が生じたことにより委託者に損害

を与えたときは、契約書第１９条に定める損害賠償責任を負わなければなら

ない。 

３ 委託者は、必要があると認めるときは、受託者の名称を含む当該事故等の

内容について公表することができる。 

（従事者への指導等） 

第８条 受託者は、この契約による業務に従事している者又は従事していた者

に対し、この契約による業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他



人に知らしめ、又は不当な目的に利用させてはならない。 

２ 受託者は、この契約による業務に従事している者に対して、個人情報の保

護に関し必要な事項を周知し、又は教育しなければならない。 

（資料等の返還等） 

第９条 受託者は、この契約による業務に関して委託者から提供を受け、又は

自らが取得し、若しくは作成した資料等（この契約による業務に係る個人情

報が記録されたものに限る。）は、この契約終了後、直ちに委託者に返還し、

又は引き渡さなければならない。ただし、委託者が別に指示したときは、この

限りでない。 

（廃棄等） 

第１０条 受託者は、委託者の許可がある場合を除き、この契約による業務に

関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくなったときは、確実

かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。その際、受託者は廃棄又

は消去が完了したことを証明する書面を委託者に提出しなければならない。 

（第三者へ委託する場合の措置） 

第１１条 受託者は、受託業務について、第三者に再委託（以下「再委託」とい

う。）してはならない。ただし、委託者が認めた場合は、この限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の規定により、再委託する業務内容に個人情報の

取扱いが含まれる場合は、再委託先となる予定の者において、この特記事項

に規定する安全管理措置が講じられることを再委託契約の締結前にあらかじ

め確認し、書面により委託者に提出しなければならない。 

３ 再委託先がさらに第三者に再委託（それ以降の再委託も含む。以下「再々委

託等」という。）し、かつ、再々委託等を行う業務内容に個人情報の取扱いが

含まれる場合は、当該再々委託等を行う者は、以下の事項を遵守しなければ

ならない。 

⑴ 再々委託等を行うことについて、委託者の承認を得ること。 

⑵ 再々委託等の契約の締結前に、再々委託先となる予定の者において、こ

の特記事項に規定する安全管理措置が講じられることをあらかじめ確認

し、書面により委託者に提出すること。 

⑶ 前２号の承認申請を行ったことについて、再々委託等の元となる契約

（再々委託の場合は再委託の契約となる）の委託者に通知すること。 

第１２条 前条の規定により再委託する場合は、再委託契約の受託者はこの特

記事項と同等以上の規定を当該再委託契約に規定しなければならない。 

２ 受託者は、再委託先に、本契約における一切の義務を遵守させるとともに、

その履行状況を監督しなければならない。 

３ 前２項の規定は、個人情報を取り扱う再々委託等を行う場合についても準

用する。 



（書類の提出） 

第１３条 受託者は、この契約による業務に従事する者を委託者に派遣する場

合にあっては、あらかじめ、個人情報の適正な取扱いに関する誓約書その他

委託者が必要と認める書類を委託者に提出しなければならない。  

２ 受託者は、この契約による業務に従事する者に、従事する者の氏名、従事を

開始する日、従事を終了する日及びこの特記事項を遵守する旨を記した確認

書を提出させ、その確認書の写しを委託者に提出しなければならない。  

（調査等） 

第１４条 委託者は、必要があると認めるときは、受託者に対し、この契約によ

る業務に係る個人情報の取扱いについて調査を行い、又は報告を求めること

ができる。 

２ 受託者は、前項の調査又は報告に協力しなければならない。 

（定期的な監査等） 

第１５条 委託者は、受託者において必要なセキュリティ対策が確保されてい

ることを、委託契約等の内容に基づき定期的に確認し、必要に応じて改善策

を求めることができる。 

２ 受託者は、前項の改善策の求めがあった場合は、適切な措置を講じなけれ

ばならない。 

（定期報告） 

第１６条 受託者は、この契約による業務に係る個人情報の取り扱い状況（第

１１条の規定に基づく第三者へ委託し請け負わせる場合も含む）について、

定期的に報告しなければならない。第１１条の規定に基づく再委託等が行わ

れる場合も同様に、受託者が再委託等における個人情報の取り扱い状況につ

いて、定期的に報告しなければならない。 

（契約解除） 

第１７条 委託者は、受託者が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、

本特記事項に関連する委託業務の全部又は一部を解除することができる。  

２ 受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合において

も、委託者に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

（法令等の遵守） 

第１８条 前各条に定めるもののほか、受託者は、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）、行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）及び尼崎市個人情

報保護条例等個人情報の保護に関する法令等（尼崎市の条例等を含む。）を遵

守しなければならない。 

 



「データ取扱特記事項」 

 

（総則） 

第１条 受託者は、データの保護の重要性を認識し、この契約による業務を実

施するに当たっては、委託者の権利利益を侵害することのないよう、データ

を適切に取り扱わなければならない。 

（定義） 

第２条 この特記事項において、「データ」又は「情報システム」とは、それぞ

れ尼崎市情報セキュリティ対策基準第１章２（６）又は（３）に規定するデー

タ又は情報システムをいう｡ 

（漏えい等の防止） 

第３条 受託者は、この契約による業務に関するデータについて、その漏えい、

滅失、き損、改ざん及び委託者の事業所外への持出しの防止その他のデータ

の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（利用又は提供の禁止） 

第４条 受託者は、委託者の許可がある場合を除き、この契約による業務に関

するデータを、この契約の目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供して

はならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第５条 受託者は、委託者の許可がある場合を除き、この契約による業務に関

するデータを複写又は複製してはならない。 

（事故発生時における報告義務等） 

第６条 受託者は、この契約による業務に関するデータの滅失、き損若しくは

改ざん又はコンピュータウイルス若しくは不正なアクセスによる委託者のシ

ステムの破壊等その他この特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそ

れ（以下「事故等」という。）があることを知ったときは、速やかに委託者に

報告し、委託者の指示に従わなければならない。 

２ 受託者は、この特記事項に違反する事態が生じたことにより委託者に損害

を与えたときは、契約書第１９条に定める損害賠償責任を負わなければなら

ない。 

３ 委託者は、必要があると認めるときは、受託者の名称を含む当該事故等の

内容について公表することができる。 

（従事者への指導等） 

第７条 受託者は、この契約による業務に従事している者又は従事していた者

に対し、この契約による業務に関するデータの内容をみだりに他人に知らし

め、又は不当な目的に利用させてはならない。 

２ 受託者は、この契約による業務に従事している者に対して、データの保護



に関し必要な事項を周知し、又は教育しなければならない。 

（資料等の返還等） 

第８条 受託者は、この契約による業務に関して委託者から提供を受け、又は

自らが取得し、若しくは作成したデータは、この契約終了後、直ちに委託者に

返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、委託者が別に指示したとき

は、この限りでない。 

（廃棄等） 

第９条 受託者は、委託者の許可がある場合を除き、この契約による業務に関

するデータについて、保有する必要がなくなったときは、確実かつ速やかに

廃棄し、又は消去しなければならない。 

２ 受託者は、廃棄又は消去が完了したことを証明する書面を委託者に提出し

なければならない。 

（第三者へ委託する場合の措置） 

第１０条 受託者は、受託業務について、第三者に再委託（以下「再委託」とい

う。）してはならない。ただし、委託者が認めた場合は、この限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の規定により、再委託する業務内容にデータの取

扱いが含まれる場合は、再委託先となる予定の者において、この特記事項に

規定する安全管理措置が講じられることを再委託契約の締結前にあらかじめ

確認し、書面により委託者に提出しなければならない。 

３ 再委託先がさらに第三者に再委託（それ以降の再委託も含む。以下「再々委

託等」という。）し、かつ、再々委託等を行う業務内容にデータの取扱いが含

まれる場合は、当該再々委託等を行う者は、以下の事項を遵守しなければな

らない。 

⑴ 再々委託等を行うことについて、委託者の承認を得ること。 

⑵ 再々委託等の契約の締結前に、再々委託先となる予定の者において、こ

の特記事項に規定する安全管理措置が講じられることをあらかじめ確認し、

書面により委託者に提出すること。 

⑶ 前２号の承認申請を行ったことについて、再々委託等の元となる契約

（再々委託の場合は再委託の契約となる）の委託者に通知すること。 

第１１条 前条の規定により再委託する場合は、再委託契約の受託者はこの特

記事項と同等以上の規定を当該再委託契約に規定しなければならない。 

２ 受託者は、再委託先に、本契約における一切の義務を遵守させるとともに、

その履行状況を監督しなければならない。 

３ 前２項の規定は、データを取り扱う再々委託等を行う場合についても準用

する。 

（書類の提出） 

第１２条 受託者は、この契約による業務に従事する者を委託者に派遣する場



合にあっては、あらかじめ、データの適正な取扱いに関する誓約書その他委

託者が必要と認める書類を委託者に提出しなければならない。  

２ 受託者は、この契約による業務に従事する者に、従事する者の氏名従事を

開始する日、従事を終了する日及びこの特記事項を遵守する旨を記した確認

書を提出させ、その確認書の写しを委託者に提出しなければならない。  

（調査等） 

第１３条 委託者は、必要があると認めるときは、受託者に対し、この契約によ

る業務に係るデータの取扱いについて調査を行い、又は報告を求めることが

できる。 

２ 受託者は、前項の調査又は報告に協力しなければならない。 

（定期的な監査等） 

第１４条 委託者は、受託者において必要なセキュリティ対策が確保されてい

ることを、委託契約等の内容に基づき定期的に確認し、必要に応じて改善策

を求めることができる。 

２ 受託者は、前項の改善策の求めがあった場合は、適切な措置を講じなけれ

ばならない。 

（定期報告） 

第１５条 受託者は、この契約による業務に係るデータの取り扱い状況(第１０

条の規定に基づく第三者へ委託し又は請け負わせる場合も含む)について、定

期的に報告しなければならない。第１０条の規定に基づく再委託等が行われ

る場合も同様に、受託者が再委託等におけるデータの取り扱い状況について、

定期的に報告しなければならない。 

（契約解除） 

第１６条 委託者は、受託者が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、

本特記事項に関連する委託業務の全部又は一部を解除することができる。  

２ 受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合において

も、委託者に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

（法令等の遵守） 

第１７条 前各条に定めるもののほか、受託者は、尼崎市情報セキュリティ対

策基準等情報セキュリティに関する関係法令等（尼崎市の条例等を含む。）を

遵守しなければならない。 


